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1　子どもの権利と人間的成長・発達

　いま，子どもは，いろいろな調査，報告などに見られ

るように（tt　1），いじめ，虐待，登校拒否，過当競争，非

行，ひきこもり，心身症などに見舞われたり，陥ったり，

余儀無くされたりの状況にある．本来は人間的発達，形

成のためだけに，専門的に組織され，環境づくりされて

いるべき学校と学校教育．そして専門的教師の教育・指

導．このもとでの，いじめ・登校拒否・自殺などの事態

である．これらのことにあらわれているように，豊かな

社会の裏で子どもの不幸な現実は続いている．（注2）

　さて登校拒否，不登校が相変わらずますます増え続け

ている．文部省の学校基本調査によると1994年度の不登

校の児童・生徒（小，中学校）は7万7千人を超え，過

去最高を更新し続けている．文部省は「学校ぎらい」の

うち，いじめなど友人関係に起因するものが，小学校で

一割，中学校で二割程度と推測しているという（E3）．

　この登校拒否の発生要因についてであるが，これには

学校，家庭，社会（学校や家庭からはなれた所での友達

や他の人達と，生活，遊びなどの様々な関係を有する地

域や場所など）における身体的，心理的，情緒・感情的，

社会・文化的背景があり，どれがどのケースにあるのか

は簡単には定め難い．いろいろな事情が複雑に絡み合っ

ているからである．しかしこのことに関りあっているの

であろう諸要因は，いずれにしてもシリアスである．ま

たこのヒとに直接的か，間接的かあるいは，遠因におい

てか，なんらかの関わりがあると考えられるいじめ，校

内暴力，体罰，非行，自殺などの諸問題がある．これら

は件数的にはやや減じてきてはいるが，その態様は陰湿

教職教養科教育史研究室

になっている傾向が強い．このいじめについては国民の

おおくは深刻に憂慮している．総理府の「少年非行問題

に関する世論調査」では，少年非行のうちで問題とする，

国民の判断は一複数解答一いじあ（64．3％），シンナー

など薬物乱用（51．9％），校内暴力（40．7％）などが最上

位グループであるが，なかんずくいじめがトップで，国

民の重大関心事であり，これをシリアスな問題と受けと

めていること（注4）が判る．

　いま，現代の子ども一人ひとりの発達，子どもの人間

関係は，発達環境において非人間的状況に取りまかれて

いるというべきかもしれない．

　ところで子どもの円満な人間的発達には子どもの正当

な発達要求に応えていかなければならないのである．子

どもの正当な発達要求とはすでに指摘したように（注5）シャ

ザル（J．Caza1）のいうような子どもの生存と発達への

要求としての物質的・生物学的要求．生命的・情緒的要

求．情緒的・知的要求．成長，外界発見，自己主張の要

求などを意味している．こうした要求は子どもの権利と

して，理解しておくべきことなのである．子どもの発達

段階と，それぞれの発達特性に対応しながらその諸要求

を満たすことが望まれる．

　本来子どもは権利の主体であって，その権利とは子ど

もの発達への要求とその承認である．このことは子ども

の権利の思想の現代的理論でもある．

　子どもにっいての法は，戦後子どもの福祉，教育，少

年司法などの観点から児童福祉法，少年法学校教育法，

また宣言的性格のものとはいえ児童憲章などが制定され

てきた．これらは子どもの福祉，教育の保護，発展を進

めた．また子どもの人権を守り，人間擁護，人間的発達

の点からも大きな進展をみせた．しかし権利の主体とし
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ての子ども，人間的権利の主体としての子どもへの志向

はまだ稀薄であった．もっと本格的視点から子ども法を

制定して子どもの人権の擁護と発展を求めた動きはあっ

た（注骸またこうしたことへの研究運動もさらに続け

られてきた．1989年11月子どもの権利条約（Conven－

tion　on　The　Right　of　The　Child）は国連総会で採択

され，日本では1994年に批准された．しかし批准にさい

しての国会審議では，それに対応する諸法律は，改定の

必要がないということで相応の法改正が成されていない

この点，今後さらに綿密な検討と，全体的な子ども法の

整合が望まれている．本稿ではこれらの問題の考察のた

め，子どもの権利論とその法制に，積極的に取組み，

「子ども法」（Children　Act）と関連諸法を成立させて

いるイギリスの子ども法制の考察を試みながらテーマに

アプローチしてみたい．

2　子どもの権利とその法制

　子どもの生存・保護・発達に関わって，福祉，教育の

あらゆる観点から，子どもの権利を法制的に定めた子ど

もの権利条約は，子どもの全面的な人間的発達をめざし，

また促そうという視点から，決定的な意味と役割をもっ

ものである．もともと子どもの権利の考えかたはルソー

（J．Rousseau）の子どもを人間として観る．子どもの

特性，独自性の発見．そして子どもの固有の成熟，完成

とその世界の発見．おとなとは異なった存在としての子

ども，いわゆる「教育における子どもの発見」といわれ

る考え方から，ケイ（E．Key）やデューイ（，L　Dewey）

に発展し，そしてワロン（H．Wallon），シャザル（J．

Chaza1）などの主張．そして法制化と発展する理論に

その思想を見る．

　さて子どもの権利にっいての国際的基準でもある子ど

もの権利条約では，子どもは権利の主体として，また発

達の特性から，子どもは特別のケアを受け，幸福，愛情，

理解のもとでの成長，発達が図られることになっている．

また少年司法運営にっいての配慮が取り決められる（権

利条約前文）ことを前提としてこの条約がっくられてい

る．

　この権利条約はあらゆる差別を超えて，子どもの円満

な人間的成長・発達を促進させるために「無差別平等と

子どもの最善の利益」，「子どもの人間的尊重・人格の尊

重，保護」，「人権主体としての権利行使」，「調和のとれ

た人間的発達と教育へのアクセス」，「特別のケア・援助

一身体・精神等の未熟への配慮」，「条約の広報一すべて

のおとなと子どもへの周知」，「実施の責務と報告」など

の性格を有しっっ，っくられている．子どもの権利の保

証は以上のように多くの視点から進められている．

　さてこの条約は，子どもの権利の内容を

　1　生存と発達の権利

　　子どもの最善の利益（Article－1），生命・生存・

　　発達（A－6），意見表明（A－12）などの諸権利

　2　人格。人身の自由の権利

　　思想・良心・宗教の自由（A－14）プライバシーと

　　名誉の保護（A－16）司法手続（A－40）などの諸

　　権利

　3　養育・保護・医療の権利

　　親による教育と国の親への援助（A－18）健康と医

　　療への権利（A－24）生存・発達に必要な生活条件

　　を確保する権利（A－27）などの諸権利

　4　子どもとして保護される権利

　　搾取および有害労働からの保護（A－32）麻薬や向

　　精神薬からの保護（A－33）あらゆる形態の搾取か

　　らの保護などの権利

　5　教育・文化に関する諸権利

　　教育に関する権利（A－28），休息や余暇，遊び，

　　文化的および芸術的生活に参加する権利（A－31）

　　などの諸権利

　こうした視点から子どもの権利内容が措定されている

が，これらが実際の家庭や家庭生活，学校教育の場社

会や社会生活の具体的状況のそれぞれのケース・場面で

どう理解され，生かされ，実施されていくかが重要であ

る．このためにはあらゆるおとな，親学校の教員．そ

して政治・経済・社会・文化のリーダー，国・各自治体

立法。行政・司法に携わるそれぞれの当事者の鋭い人権

感覚と秀れた判断力，なによりも前向きな積極的な対処

が必要なのである．

　わが国では先にあげたように子どもの福祉，教育，文

化，司法などに関わっての多くの法を有しているが，19

94年3月の子どもの権利条約の批准に際しては，いくっ

かの留保条件を付しっっ，国内法との抵触はないとして，

関連する国内法の本格的検討には着手しなかった．これ

から具体的な教育，福祉などに関わる諸問題の生起が予

測されるが，今後の成り行きが注目されよう．

　西欧諸国の多くでは子どもの人権の理論や法制に前向

きに取り組んでいるが，このなかでも特にイギリスでは
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子ども法（Children　Act）を制定し，このことに積極

的に取り組んでいる．ここでの課題は子どもの権利の法

制的課題の重要な問題提起になっているのである．

　3　子どもの権利とその法制化

一イギリスの子ども法に関わって一

子どもの権利の思想や教育権の問題を国際的レベルで取

り組んできたリンジェ（C．Wrinnge）は子どもの権利

や発達を生活，教育の現実作用にリンクさせ，子どもの

権利や教育権は子どもが直接必要とする環境，物資など

の福祉的権利，保護される権利，発達のために必要とさ

れる条件の質的，量的享受の問題にあることを指摘して

いた（注7）．

　もともと子どもの成長・発達の過程は複雑で難しい課

題を一っひとっ乗り越えていく道である．そして望まし

い人間的発達には適切な過程と時間が必要なのである．

子どもの権利や子どもの発達・心理の研究にその力量を

発揮しているリーチ（P．Leach）は人間的に望ましい態

度や行動の学習・修得は，いかなる技能の学習よりも難

しいし，より時間のかかるものである．なぜならこのた

めには人間の持っ強いさまざまな衝動をコントロールし，

本来的に望ましいことに反するような気ままな行動をし

たがる欲求を制御する必要があるからだと分析している

（渕Dこのように望ましい子どもの人間的発達のために

は子どもの権利一子どもの持っ発達のための正当な要求

をどう汲み取り，組織していくかが重要な課題になるの

である．

　さてイギリスでは1989年子ども法（Children　Act）

が制定され，1991年10月15日に実効になった．この法律

は子どもに関わることで，将来に，大きく影響を及ぼす

根本的変革をもたらした法であると評価されている（注9）

ものである．

　それではこの子ども法の中心的内容はいかなるもので

あろうか．その基本的性格は次のような視点から作られ

ている．

　1　子どもの福祉は，裁判所が子どもの将来の決定を

　　することに関しては，最高の最優先（overriding

　　fact）の課題であること

　2　子どもは同居しているかいなかを問わず，両親の

　　愛情とケアを受ける権利を持っこと

　3　子どもへの措置の遅滞は子どもに悲劇的影響を与

　　えること

　4　離婚している親は彼等の子どものためには裁判所

　　の裁定によることなしにでもできるだけ子どもへの

　　最善の措置（the　best　arrangements）をとるべ

　　きこと

　5　裁判所は子どもの扱いに関する処置には，弾力性

　　のある命令（flexible　order）をなすべきこと

　6　訴訟手続はすべての人の利益に適うように簡潔に

　　すること

　7　子どもの危険や必要ごとを扱う地方当局（local

　　authorities）は出来るだけ両親との協力（part－

　　ner　ship）の下にことを行うべきこと

　8　裁判所は裁定一介入（intervention）がより子ど

　　もの利益（beneficial）に適うときにだけ介入すべ

　　きこと

　　　などである（注10）

　イギリスではこの子ども法に関連して1991年に子ども

援助法（The　Child　Support　Act）が定められている．

これは子どもの扶養にっいてのあらゆるアプローチのし

方に変化をもたらしたものであった．これはこれまでの

子どもの扶養にっいての裁判所のありようを変えた．子

どもの扶養にっいてのありかたの新しい体系をっくった

ものであった．そしてそれは全国に配置された社会保護

局によって進められる．それは次のような観点からおし

すすめられる．

a，有資格の子ども

c，ケアをうけている人

e，査定のし方

9，扶養の要素

i，法への非難

　b，親の無い子ども

　d，法の範囲

　f，査定の算定

　h，訴え

　j，規則の変更

他である（t「11）．

　かくしてイギリスにおいては子どもの人権，権利の現

実化は根本的に変化し進んでいる．この子ども法は子ど

もに関する私法の領域での一般原理，規則，命令系統の

根本的改革であり，公法へのインパクトも大きかったと

評価されている（注i2）．1989年成立のイギリスの子ども法

は，子ども青年法（Child　Young　Person　Act　1969年），

子ども保護法（Child　Care　Act　1980年）子ども保護法

再審」（The　Review　of　The　Child　Care　Law　1985年）

などの検討，改善，改定を経ながら，画期的な子ども法

の成立に至ったものであった．

　子どもの権利の思想とその法制への発展を，子どもの

解放（liberation）からの視点と子ども問題の哲学的，
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思想的考察のもとに展開しているアーチャド（D．

Archard）は次のように分析している（tS：3）．

　子どもの解放運動の根は西欧産業国家における子ども

への抑圧に抵抗する1960年代にあり，それは子どもとお

となとの間の差別への批判．子どもの健康，教育への最

低基準の確立．子どもへの暴九残虐からの子どもの解

放そしてこうしたことの取扱いの保証．これらを権利

へと発展させること，更に，法的保証，そしておとなに

対してなされている全ての権利を子どもへと拡げられた

と．このような基盤を背景にした子どもへの理解はより

広範な子どもへの人間的権利へと発展する．イギリスに

おいては先に述べたように法的整備をともないながら発

展した．イギリスでは子ども法と子どもの権利の整備に

対応しっっ，家族法（Family　Law）で，子どもにた

いする親の責務が一層明確にされてきた．この面での研

究者であるペース（P．J．Pace）は親の子どもに対する

権利，義務，支配力にっいて，その観念を明確にしてい

る（戦この権利にっいては，「子どもの財産．子ども

との接触⊥「子どもの教育と宗教への管理⊥「理にかなっ

たしつけ」，「子どもの結婚の同意1「医療の同意」，「子

どもの養子縁組への賛同⊥「名前の変更にっいての同意⊥

「子どもの財産の管理」，「子どもの後見人の任命」など

をあげている．

　子どもへの義務については，「子どもの教育について

の保証⊥「子どもの扶養」，「子どもの保護」，「法的処置

についての子どもの代理代表」をすることなどをあげて

説明している（注15）．こうした子どもの扶養，保護，教育

宗教，結婚などにっいての権利，義務などの規定にっい

て，その解釈，適用にあたっては，子どもの福祉が最高

の配慮（paramount　concideration）と最優先のもと

とされねばならない．また親には子どもへの宗教教育，

普通教育（secular　education一世俗教育）の権利と必

要性は認められるが，しかしこれに関しては，子どもの

幸福と安定を乱すことは厳に禁止されているのである
（注ユ6）

D

　さて日常的生活のレベルにおいて子どもの権利や義務

をどう理解したらよいのか．このことにっいて，子ども

の成長段階に応じて，彼等の権利，義務を分かりやすく

例示し，誰にも判るように説明されている（注17）．

それは

5才…付き添いなしでPGカテゴリー（準一般映画一親

　の指導が望ましいもの）の映画を観覧できる．しかし

　ロンドンでは7才までは不可である．実際には映画館

　の支配人の裁量による．

12才…ペットを買うことができる

14才…パブに入ることはできるが，そこでアルコールを

　買ったり，飲むことはできない．

15才…カテゴリー15の映画（15才未満入場禁止の映画）

　を観覧できる．

16才…社会保険番号を得ることができる．親や保護者の

　同意なしに家庭を離れることができる．少女は性的交

　渉に同意してもよい．親の同意のもとに結婚すること

　ができる．少年は親の同意のもとで陸・海・空の軍隊

　に入ることができる．自分のパスポートを申請できる

　が親の一人は同意を記入しなければならない．しかし

　結婚していたり，軍隊に入っているばあいには親の同

　意を必要としない．レストラン，パブ，ホテルなどで

　の食事時にはビール，サイダー，ワインをのんでもよ

　い．

　保護下にある子どもには法的責任を持ち，もし虐待す

　れば刑法上の責任をもたされる．

17才…保護規則はもう適用されないし，保護は受けられ

　ない．中，重量級車両以外のほとんどの車両の運転免

　許書を持っことができる．小火器と弾丸を買ったり，

　借りることができる．

18才…成熟の年齢に達する．法的視点からはおとなであ

　る．地方選挙，総選挙の選挙権を有する．陪審員にな

　る資格がある．土地や家屋，アパートの購入の契約が

　でき，抵当権が認められる．自己の権利にっいての訴

　訟を起こすことも出きる．亡くなった人の財産管理や

遺言執行者としての行為ができる．親の署名なしに銀

行口座，郵便局口座を開くことができる．もし希望す

　るならば，軍隊，海兵隊に入ったり，船員になること

　ができる．バーでアルコールを買ったり，飲むことが

　できる．18才から3年以内に起きた個人的傷害にっい

　ての訴訟を起こすことができる．カテゴリー18の映画

　を見ることができる．成人向きビデオと指定されたビ

　デオを買うことができる．ビデオは指定された年齢に

　適合するものでなければならない．

21才…本人とそのパートナーが21才以上であれば個人的

　に同性愛行為を承諾することができる．しかし同意の

　年齢は18才まで下げられるべきである．下院議員，地

　方議会議員になることができる．

　などである．こうして具体的にそれぞれの権利が説明
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子どもの権利の法制と人間的成長・発達一比較法考察を中心にして一

されているのである．

結びに

　以上の分類，説明をみると5才から21才までのふしめ，

ふしめの年齢時に，基本的な態度，行為，観念などの法

的，社会的許容範囲が明示されている．これを一っの手

掛かりとして子どもの，法にうらずけられた日常的かっ

具体的な権利。義務関係に，実際とそれらに深く関わる

観念，思想，法制を理解することができよう．またこれ

らのことの法的，社会的是非，判断の基礎にもなるもの

である．

　さてイギリスの子ども法とそれに関わる諸法律は子ど

もの権利と子どもの人間的発達のための諸条件の問題の

考察に多くの示唆を与えている．子どもの権利の法制一

すなわち親家族，教育，宗教，福祉，社会などのそれ

ぞれ，またその相互の関係の考察が必要であるし，子ど

も法とそれにかかわる諸法律の詳細な考察が望まれてい

る．こんご更にこのことの研究を深めたいと考えている．

（未完）
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